




し、 私立学校が小学校教員検定制度、 とりわけ無試験検定制度により、間接的な小学校教員養成機関として、小学校教員を養成、供給した事実を明らかにすることを目的としている。すなわち、本稿は 「戦前日本において 師範学校だけが小学校教員を養成した。私立学校は、その埒外 あった」という学界の「常識」を問い直そう いう試みなのである。　
まず、 本稿における「間接養成」の概念を整理しておこう。その際、
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た学校の卒業証書、 学力証明書、 身体検査書 人物証明書等によつ 、いわゆる書類審査によつて 行なう」
５と述べた。そのうえで、 「こ
の制度においては、教員検定に いて最も重視される学力証明書の提出が要求されるから、検定を受け 者は学校等に在学す 必要が生ずる。したがつて、この方式は……教員の間接養成制度の一変形ともみることができる」
６
と、 「間接検定」を「間接養成」の一種として位
置づけた。そして、 「間接検定の実例は 明治三三年制定された教員免許令に規定され 無試験検定制度…… おい みることができる。……無試験検定制度は、いわゆる指定学校方式 よび許可学校方式によつて行なわれた」
７と述べ、その具体例として、戦前日本の中等教



























































れに伴い、京都府を事例として、 「小学校教員無試験検定認定校」卒業生に無試験検定の受検資格が付与される根拠となった小学校教員無試験検定内規を復刻している。こうした井上の論稿は、 「小学校教員無試験検定認定校」の存在をとおし、無試験検定制度の運用実態を明らかにするうえで、小学校教員無試験検定内規が必要不可欠 史料であることを示す意味 おいて重要であ しか も現存を確認できる京都府小学校教員無試験検定内規の一部を復刻するにとどまっている。つまり、 もつ史料的な価値は、近年、小学校教員養成史研究や小学校教員検定史研究において注目されはじめたものの、端緒についたばかりであり、そ さらなる発掘が期待されるのである。　
そこで、本稿は、そうした先行研究の欠を補うため、現存を確認で
きる京都府小学校教員無試験検定内規、ならび 関連する行政内部文書の現存状況を明らかにす とともに 未公開の京都府小学校教員無試験検定内規を復刻する。そして、それ より、私立学校が無試験検定制度をとおし、間接的な小学校教員養成機関として、小 教員を養成、供給した事実を明らかにした 。二、京都府小学校教員無試験検定内規の現存状況　
では、京都府小学校教員無試験検定内規、ならびにそれに関連する
行政内部文書は、どれほど現存しているの 。筆者は、それを解明るため、京都府立京都学・歴彩館所蔵の小学校教員検定関係簿冊 調査した
   12。その結果、現時点において、つぎの四点の小学校教員無試
験検定内規を確認した。その名称とともに、所収する簿冊名および請求番号を列記しておこう。内規①
： 「小学校教員無試験検定ニ関スル内規」 （ 『復命書、小学校教
員免許及検定』請求番号大一一―〇〇四〇所収）内規②
： 「小学校教員幼稚園保母無試験検定内規」 （ 『財産、検定及
う。小学校教員無試験検定内規とは、小学校教員免許状ごとに無試験検定出願者の条件を整理した行政内部文書である。時期により、小学校教員無試験検定標準とも呼ばれる
９。戦前日本における小学校教員
検定制度は、一九〇〇（明治三三）年勅令第三四四号「第三次小学校令」および同年省令第一四号「小学校令施行 則」が定められた第三次小学校令期に整備された。そうした小学校教員検定制度は、試験検定制度と無試験検定制度に大別された。これに伴い、文 省は、 小学校令施行規則」第一〇七条において無試験検定制度の該当者を列記した。しかし、その該当者をどの小学校教員免許状取得のための無試験検定制度の対象 するのかなどまでを定めてはいなかった。そのため、道府県は、それらの事項を小学校教員無試験検定内規にお て定めた。　
では、本稿は、なぜ京都府を事例とするのか。その理由についても
述べておこう。それは、同府の 政文書や学校文書の現存状況が全国随一と考えられるからである。小学校教員無試験 内規は、同府独自の行政内部文書ではない。全国的にも認められる。しかし、右にも述べたような京都府の各種文書の現存状況に照らすならば、小学校教員無試験検定内規についても 他道府県と比べ より多くの発掘が期待される。　
そして、小学校教員無試験検定内規に言及する先行研究についても





   10。井上は、まず「小学校教員無試験検定認定校」を「 『認
定』された学校が卒業予定者をとりまとめて申請し無試験検定を受けることによって、小学校教員免許状を取得できる学 」
   11と仮説的に
定義づけている。そのうえで、 沿革史を主 る史料と て、 「小学校教員無試験検定認定 」の全国的な展開を明らかにしている。そ
─ 3 ─
内規案②






























： 「小学校教員幼稚園保母無試験検定内規」 （ 『授業料及保育
料、教育資金、小学校教員、幼稚園保母検定及免許』請求番号大一四―〇〇四〇所収）内規④








： 「小学校教員無試験検定標準」 （ 『教員検定免許』請求番号大
〇三―〇〇四八―〇〇二所収）標準②
： 「小学校教員無試験検定標準」 （ 『検定及免許』請求番号大
〇四―〇〇六八―〇〇一所収）標準③


























































































































































高等小学校卒 者ニシテ出願 タル学科目 就キ引続キ五年以上現ニ管内小学校ニ於テ専科 授ニ従事シ其ノ成績特ニ佳良（実地視察ニヨル）ニシ 其ノ学科ヲ 修 又ハ講習ヲ受ケタル者
　
十一音楽体操裁縫手工農業商業家事図画外国語ノ一科目又ハ数科目


























立学校だけによるものであったのか。私立学校は、小学校教員無試験検定内規に学校名が列記されるか否かを問わず、多様な形態により間接的に小学校教員を養成した。たとえば小学校専科正教員免許状の取得を目 とした無試験検定の受検資格を定めた内規④第三条第五項、第六項に注目するならば、いずれにも「管内ノ高等女学校 又ハ指定学校ノ補習科修了者」とあり 高等女学校および指定 が公立学校に限定されていなかったこ がわかる。そして、一例として京都府小学校教員検定委員会
   14が一九三二（昭和七）年五月に作成した起案
書










という師範学校以外の小学校教員養成ルートに注目し、京都府小学校教員無試験検定内規の復刻をとおし、私立学校が小学校教員無試験検定制度により、間接的な小学校教員養成機関として、 を養成、供給した事実を明らかにすることを目的に論を進めてきた。それは、 「間接養成」という視点をもって、戦前日本における小学校教員養成制度、小学校教員検定制度を見直すことにより 「師範学校だけが小学校教員を養成 。私立学校は、そ 埒外にあった」 いう学界の「常識」を問い直そう 試みであった。　
もっとも、本稿は、未解明の課題も残している。たとえば、小学校
教員無試験検定内規と小学校教員無試験検定標準との相違は何か。京都府は、小学校教員無試験検定内規およびそれに関連する行政内部文書をどれほどの数定めたのか。そして、何を基準として、無試験検定内規を定めたのかなどである。これらは 今後、京都府学校教員無試験検定内規に加え、小学校教員無試験 標準や小学校教員無試験検定内規案を復刻するに伴い またそれら 根拠 た無試験検定制度の運用実態を明らかにするうえ 解決すべき課題である。　
ただし、そうした課題を承知しつつも、本稿の考察により得られた




















ついては、現時点において判然としない。前者は主に一九一〇年代、後者は主に一 二〇年代以降に められたようである。その間、一九二一（ 正一二）年文部省令第三六号に り、 「小学校令施行規則」第一〇七条第六号「其ノ他、府県知事ニ於テ特ニ適任ト
ては認められない小学校教員検定制度独特の存在だからである。そして、そうした研究の蓄積が、戦前日本における私立学校による小学校教員養成事業という師範学校以外の小学校教員養成ルートを解明し、ひいては「師範学校だけが小 教員を養成した。私立学校は、その埒外にあった」という学界の「常識」を問い直し、新たな「常識」を示すこと つながる 考える。註１
　
筆者は、これまでも「戦前日本において、師範学校だけが小学校



























認メタル者」について定めた第一一八条「府県知事ニ於テ、第百七条第六号ニ該当スル者ニ小学校正教員免許状ヲ授与セントスルトキハ、文部大臣ノ認可ヲ受クヘシ」が削除された。これに伴い、 「第百七条第六号ニ依リ、小学校正教員免許状ヲ授与セラレルコト ナリタル……場合ニ於テハ 別記ノ調査標準ニ依」るよう定めた「小学校教員免許状授与調査標準及報告方（文部省普通学務局通牒発普三二〇号、一九二一年八月一三日） 」が発せられ 。こうした一連の制度改正が、小学校教員無試験検定標準から 教員無試験検定内規への変化をもたらしたと考えられる。し し、これも、現時点においては推測の域を出ない。10　
古川修「戦前の埼玉県における小学校教員検定」 （ 『東洋大学大学
院紀要』五二、 二〇一五年）は、埼玉県小学校教員無試験検定内規の一部を引用して る。また、都道府県史や都道府県教育史などが小学校教員無試験検定内規を掲載する場合も散見される。しかし、本文で触れたような小学校教員無試験検定内規の小学校教員養成史研究、小学校教員検定史研究上の史料的価値 認識 うえで、それを復刻する論文は、井上による論稿が唯一である。11　
井上惠美子「 『小学校教員無試験検定認定校』の全国的動向」
( 企
画者笠間賢二、丸山剛史「戦前日本 け 非師範系統の小学校教員養成」日本教育学会第七六回大会ラウンドテーブル、於桜美林大学、二〇一七年
) 一頁。
12　
紙幅の関係上、調査したすべての簿冊名を列記することはできな
いが、筆者は、一九〇一（明治三四）年から一九四六（昭和二 ）年までを対象期間として、小学校教員検定関係簿冊合計一〇八冊調査した。ただし 個人情報保護のため、閲覧できなかった簿冊もある。13　
内規③第三条「小学校専科正教員無試験検定ニ於テ合格ト認ムヘ
キ資格アル者、左ノ如シ」においては、 「三、京都女子高等専門学校家政科本科及実科高等女学校ヲ卒業シテ入学シタル別科卒業者ニ
